
番号 項　　目 問題点（指摘事項） 望ましい対応

①
会計責任者等の任
命

会計責任者及び出納職員について、理事長が任命した
ことが確認できない。

会計責任者、出納職員等は理事長が任命することとさ
れている。辞令を交付する等により、理事長が任命し
たことがわかるようにしておくこと。
また、各々の業務の内容についても明らかにしておく
こと。

② 支出事務

支出の事務について、会計責任者の決裁を得ることな
く処理されている。

会計責任者は取引の遂行、資産の管理及び帳簿その他
の証票書類の保存等会計処理に関する事務を行うこと
とされている。支出事務等を行う際は、発生の都度、
会計責任者の決裁のもと行うこと。

③ 経理規程

経理規程について、改正後の社会福祉法及び法人定款
の定め等に一部抵触しているものがある。

基本財産処分の処分、計算書類等の承認に係る規定
等、社会福祉法改正に伴い変更が必要な項目につい
て、経営協のモデル経理規程等を参考にして、必要な
修正を行うこと。
なお、租税特別措置法の特例を受ける定款を定めた法
人については、さらに事業計画、予算の事前作成、補
正予算及び臨機の措置、基本財産の増減、について
も、定款に即した内容に修正しておくこと。

④ 予算管理

予算額を超えて支出が行われ、予算に軽微とは言えな
い乖離のある勘定科目がある。

年度途中で予算との乖離等が見込まれる場合は、必要
な収入及び支出について補正予算を編成すること。
※　乖離額等が法人の運営に支障がなく、軽微な範囲
にとどまる場合はこの限りではない。

⑤ 現金管理

利用者からの現金収受にかかる現金出納帳が整備され
ていない。
また、金銭収入がそのまま小口現金として運用されて
いる。

利用料等の現金収受については、現金出納帳を整備
し、適正な管理を行うこと。
また、日々収納した現金は、小口現金として直接支出
に充てることなく、経理規程で定めて期間内に金融機
関に預け入れること。

⑥ 月次試算表

各拠点区分ごとの作成に併せて法人全体の月次試算表
を作成していない。
また、翌月〇日までに理事長に提出していない。

各拠点区分ごとの月次試算表に基づき、事業区分合計
及び法人合計の月次試算表を作成し、経理規程に定め
られた日までに理事長に提出すること。

社会福祉法人指導監査における主な指摘事項について（経理関係）

根　　拠

社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について平
成28年3月31日社援基0331第2号）別紙1(2)

社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙1(2)

社会福祉法
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基0331第2号）別紙
1(4)
各法人の定款

熊本県健康福祉部長寿社会局社会福祉課指導監査班    R2.6月作成

社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙2(2)

経理規程

経理規程
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番号 項　　目 問題点（指摘事項） 望ましい対応 根　　拠

⑦ サービス区分

障害福祉サービスにおいて、生活介護事業及び就労継
続支援Ｂ型事業が○○サービス区分内で経理されてい
る。

拠点で実施する複数の事業について、指定基準等によ
り会計を区分して把握すべきとされている場合は、そ
れぞれ独立したサービス区分を設定し、損益及び収支
を計上すること。

⑧
法人本部に係る経
費

法人本部サービス区分を設定しているにも関わらず、
役員報酬が、法人本部サービス区分ではなく、○○拠
点区分から支出されていた。

本部会計については、法人の自主的な決定により、拠
点区分又はサービス区分とすることができる。
理事会、評議員会の運営に係る経費、法人役員の報酬
等その他の拠点区分又はサービス区分に属さないもの
であって、法人本部の経費とすることが妥当なものに
ついては、法人本部サービス区分（拠点区分を設けて
いる場合は法人本部拠点）に計上すること。

⑨ 内部取引消去

事業区分間貸付金（借入金）及び拠点区分間繰入金に
ついて内部取引消去が行われていない。
拠点区分間繰入金収入（収益）及び拠点区分繰入金支
出（費用）について内部取引消去が行われていない。
サービス区分間取引について内部取引消去が行われて
いない。

【事業区分間取引】
事業区分間取引により生じる内部取引高は、資金収支
内訳表（第一号第二様式）及び事業活動内訳表（第ニ
号第二様式）において相殺消去すること。
事業区分間における内部貸借取引の残高は、貸借対照
表内訳表（第三号第二様式）において相殺消去するこ
と。
【拠点区分間取引】
拠点区分間取引により生じる内部取引高は、事業区分
資金収支内訳表（第一号第三様式）及び事業区分事業
活動内訳表（第二号第三様式）において相殺消去する
こと。
拠点区分間における内部貸借取引の残高は、事業区分
貸借対照表内訳表（第三号第三様式）において相殺消
去すること。
【サービス区分間取引】
サービス区分間取引により生じる内部取引高は、拠点
区分資金収支明細書（別紙３⑩）及び拠点区分事業活
動明細書（別紙３⑪）において相殺消去すること。

社会福祉法人会計基準（平成28年厚労令第
79号）第10条第2項
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理に関する運用上の取り扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙３
(2)
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙5

社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙6

社会福祉法人会計基準（平成28年厚労令第
79号）第11条
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙4
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番号 項　　目 問題点（指摘事項） 望ましい対応 根　　拠

⑩ 共通経費の配分

各サービス区分に共通する減価償却費等の費用につい
て、各サービス区分に配分されていない。

人件費、水道光熱費、減価償却費等、事業区分又は拠
点区分又はサービス区分に共通する支出及び費用につ
いては、合理的な基準に基づいて配分すること。
※　どのような配分方法を用いたか分かるように記録
しておくこと。
※　一度選択した配分基準は原則として変更しないこ
と。

⑪
資産及び負債の流
動と固定の区分

借入金について、貸借対照表日の翌日から起算して１
年以内に支払の期限が到来するものが固定負債に表示
されていた。

未収金、前払金、未払金、前受金等、経常取引により
発生した債権債務は、流動資産又は流動負債とするこ
と。
貸付金、借入金等の経常取引以外で発生した債権債務
は、次年度中に入金又は支払期限が到来するものは流
動資産又は流動負債とし、入金又は支払期限が次年度
以降になるものは固定資産又は固定負債とすること。

⑫ 計算書類

計算書類の勘定科目が法令どおりに記載されていな
い。

【会計基準省令に定めのある様式】
第一号第一～第三様式、第二号第一～第三様式
　勘定科目の大区分のみを記載
　不要な勘定科目は省略可
　勘定科目の追加・修正は不可
第一号第四様式、第ニ号第四様式
　勘定科目の小区分までを記載
　不要な勘定科目は省略可
第三号第一～第四様式
　勘定科目の中区分までを記載
　不要な勘定科目は省略可
【運用上の取扱いに定めのある様式】
別紙３⑩及び別紙３⑪
　勘定科目の小区分までを記載
　不要な勘定科目は省略可

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第14条第2項、第20条第2項
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙7
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙13

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第26条第1項
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙6

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第17条第4項、第23条第4
項、第27条第4項
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙
25、26
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙25
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番号 項　　目 問題点（指摘事項） 望ましい対応 根　　拠

⑬ 附属明細書

法人全体で作成する附属明細書について、拠点区分ご
との金額を記載すべき欄にサービス区分ごとの金額が
記載してある。

法人全体で作成する以下の付属明細書については、拠
点区分ごとの内訳が明記されていること。
　借入金明細書
　寄附金収益明細書
　補助金事業等収益明細書
　事業区分間及び拠点区分繰入金明細書
　事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）明細書
　基本金明細書
　国庫補助金等特別積立金明細書

⑭ 附属明細書

附属明細書及び計算書類が整合していない。 附属明細書及び計算書類が整合しているか、確認する
こと。
 １年以内に支払期限が到来するものは流動負債へ計
上すること。
　附属明細書への計上漏れがないか確認すること。
　施設整備積立金を計上する場合は、同額の積立資産
（固定資産）を計上すること。

⑮ 財産目録

財産目録が従来の旧様式で作成されている。
財産目録の記載要領に一部不備がある。

国通知で定められた様式で作成すること。
国通知の記載上の留意事項に従い次のとおり作成する
こと。
　預金は、金融機関及び支店名を記載すること。
　拠点区分ごとに記載するのは土地及び建物とするこ
と。
　車両運搬具は、会社名及び車種を記載すること。
　各資産の使用目的を簡潔に記載すること。

⑯
国庫補助金等特別
積立金への積立

日本財団からの助成金について、国庫補助金等特別積
立金の計上が行われていない。

民間公益補助事業による助成金も対象となるため、国
庫補助金等特別積立金に係る必要な処理を行うこと。

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第6条第2項、第22条第4項
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙10
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙15

社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙25
（1）

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第30条
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙6、
19、25
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙19

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第34条
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙
26、別紙4
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番号 項　　目 問題点（指摘事項） 望ましい対応 根　　拠

⑰
国庫補助金等特別
積立金の取崩し

国庫補助金等特別積立金の積立ての対象となった基本
財産等が廃棄された分について、事業活動計算書の
サービス活動費用に控除項目として計上されていた。
国庫補助金等特別積立金取崩額について、事業活動計
算書と附属明細書（国庫補助金等特別積立金明細書及
び基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資
産）の明細書）の金額が一致していない。

積立ての対象となった基本財産等が廃棄又は売却され
た場合は、当該資産に相当する国庫補助金等特別積立
金の額を取崩し、事業活動計算書の特別費用に控除項
目として計上すること。

⑱ 賞与引当金

賞与引当金が計上されていない。 引当金の要件（以下の４つ）を満たす場合は、賞与引
当金を計上すること。
　将来特定の費用又は損失
　発生が当期以前の事象に起因
　発生可能性が高い
　金額を合理的に見積り可

⑲ 退職給付引当金

職員に係る法人独自の退職給付制度について、退職給
付引当金として計上していない。
熊本県社会福祉協議会が実施する熊本県民間社会福祉
事業従事者退職共済制度に加入しているが、必要な会
計処理が行われていない。

職員に係る法人独自の退職給付制度について、将来支
給する退職金のうち、当該会計年度末までに発生して
いると認められる金額を退職給付引当金として計上す
ること。
熊本県社会福祉協議会が実施する熊本県民間社会福祉
事業従事者退職共済制度に加入している場合は、原則
法又は簡便法により所要額を退職給付引当金及び退職
給付引当資産として計上すること。

⑳
役員退職慰労引当
金

理事長（役員）の退職金所要額が、積立金に計上され
ている。

役員に対して将来支給する退職慰労金は、積立金（剰
余金の処分）ではなく、当該会計年度末までに負担す
べき額を見積り、役員退職慰労引当金（負債）として
計上すること。

㉑
基本財産以外の資
産の処分

基本財産以外の固定資産を売却又は廃棄する際、理事
長の承認が得られていない。

基本財産以外の固定資産を売却又は廃棄する場合は、
経理規程に基づき、物品不用決定調書等により事前に
理事長の承認を得ること。
※　法人運営に重大な影響があるものについては理事
会の承認が必要。

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第6条第2項、第22条第1項
及び第4項
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙9
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙15

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第5条第2項
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙18
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙18(2)

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第5条第2項
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙18
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基発0331第2号）別
紙18(3)、21

社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日
厚労令第79号）第5条第2項
社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の取扱いについて（平
成28年3月31日社援発0331第39号）別紙18

経理規程
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番号 項　　目 問題点（指摘事項） 望ましい対応 根　　拠

㉒ 就労支援事業会計

就労支援事業については、生産活動に係る事業の収益
から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に
相当する金額を工賃（賃金）として支払うこととされ
ており、剰余金は発生しないのが原則であるが、多額
の益金が計上されている。

生産活動収益については、原則として、利用者への工
賃・賃金として還元すること。
なお、当該年度の利用者賃金及び利用者工賃の支払額
が、前年度の利用者賃金及び利用者工賃の支払実績額
を下回らない場合は、定められた限度額まで、工賃変
動積立金及び設備等整備積立金の計上が可能であるの
で、必要に応じて積立を行うこと。

㉓ 入札

入札において、理事１名のみが立ち会っている。 入札を行う際は監事や、複数の理事（理事長を除く）
及び評議員が立ち会ったうえで、立会者は開札調書に
署名すること。

㉔ 契約

各種工事及び物品購入契約において、経理規程に定め
られた随意契約の限度額を超えているにもかかわら
ず、競争入札が実施されていないものがある。

法人の経理規程で定めた随意契約の限度額を超える予
定価格の契約を行おうとする場合は、原則競争入札に
より契約の相手方を決定すること。
※　契約の性質により競争入札に付することが適当で
ない場合は、その理由を明確にし記録しておくこと。

㉕ 契約

単独随意契約の合理的理由が認められないものがあっ
た。

随意契約を行う場合は、経理規程の定めに従い、予定
価格に応じ３社以上又は２社以上の業者から見積もり
を徴し、価格比較を行うこと。
なお、契約の性質により単独見積もり徴取となる場合
は、その合理的理由を明確にしておくこと。
※　経理規程細則等で単独見積り徴取により契約する
ことができる金額をあらかじめ定めておくことが望ま
しい。
　（例：10万円を超えない契約をするときなど）

㉖ 契約

業務委託契約で自動更新となっている契約について、
契約額や契約内容の妥当性等について検討されていな
い。

業務委託契約で自動更新となっている契約について
も、契約期間を更新する際は、契約の妥当性について
検討し、決裁を行う等、更新の意思を明確にするこ
と。

㉗ 契約書の作成

物品購入について、契約書の作成を省略できると定め
た額を超えているにもかかわらず契約書が作成されて
いない。

経理規定により、契約書の作成を省略することができ
るとされた額を超える契約を行なう場合は、原則とし
て契約書を作成すること。

経理規程

社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処
理等に関する運用上の留意事項について
（平成28年3月31日社援基0331第2号）別紙
19(3)

社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会
福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監
督の徹底について（平成13年7月23日社援
発第1275号）5(2)ウ

社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会
福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監
督の徹底について（平成13年7月23日社援
発第1275号）5(3)エ
社会福祉法人における入札契約等の取扱い
について（平成29年3月29日社援基発0329
第1号課長通知）１
経理規程

社会福祉法人における入札契約等の取扱い
について（平成29年3月29日社援基発0329
第1号課長通知）１(3)、(4)

社会福祉法人における入札契約等の取扱い
について（平成29年3月29日社援基発0329
第1号課長通知）１(4)
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